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事 業 名 称 全国的な空き家対策推進のための協議・検討及び事例収集・情報提供事業 

事業主体 名 一般社団法人すまいづくりまちづくりセンター連合会 

連 携 先 市原市・井手町 他 

対 象 地 域 全国 

事 業 概 要 

・空き家対策の総合的なプラットフォームの構築・運営 

・プラットフォーム構築・運営のための情報収集・整理 

・空き家対策の具体的課題に関する検討・協議のための専門部会の運営 

事業の特 徴 
空き家対策に取り組む地方公共団体等が専門知識やノウハウが必要な具体

的課題等を共有し、専門家と連携して対応策を協議・検討する場を設ける。 

成 果 

・民間連携による空き家発生抑制対策の進め方 

・空き家に関する普及啓発パンフレット原稿 

・空き家対策のプラットフォーム構築を進める上での留意点 

・所有者の意向確認が困難な空き家への対応事例集 

・空き家所有者の探索を目的とした住基ネットの効果的な利用方法 

・空き家対策における新たな財産管理制度活用促進に向けた課題と留意点 

・令和 4年度 空き家対策に関する財産管理制度の活用事例集 

・空き家バンクに関するアンケート調査結果 

・空き家バンク登録物件の成約事例集 

・宅建業者・団体との効果的な連携に向けたポイントの整理 

成果の公表方法 全国空き家対策推進協議会のホームページで公表（pdf 版はダウンロード可） 

今後の課題 

・最終成果を見据えた専門部会の協議方法や活動プロセスの改善 

・全国空き家対策推進協議会の相談機能の強化（協力会員との連携強化等） 

・専門部会活動による成果の普及・情報提供機能の拡充 

 

１．事業の背景と目的 

 近年、超高齢社会の到来等による高齢者世帯のみの居住形態の増加、及び空き家（中古住宅）流通

の低迷等を背景に、全国的に空き家が増加し、空き家の個別的点的対応や都市・地域のスポンジ化へ

の面的な対応が地方公共団体等の喫緊の課題となっている。 

 都道府県、市区町村にあっては、平成 27 年に空家法が施行され、法に基づく特定空き家等の助言・

指導～行政代執行等の措置や、略式代執行の費用回収当のための財産管理制度の活用など、着実に取

り組みを進めつつあるが、そうした取組みの入口となる所有者の特定や相続放棄の確認方法、行政代

執行等を執行する際の事務手続き、財産管理制度活用の際の家庭裁判所への財産管理人の申立等の事

務手続き、活用可能な空き家の流通のための空き家バンク制度運営など、様々な場面で課題を抱えて

いる。 

 このため、空き家対策に取り組む地方公共団体等が、専門知識やノウハウが必要な具体的な課題や

効果的な課題解決策等について共有し、法務・不動産等の専門家と連携した対応方策を協議検討し、

実践的な空き家対策について政策提言を行い、空き家対策の実現を図るとともに、協議検討等の過程

で蓄積したノウハウや各種取り組み事例等の周知普及を図ること（空き家対策の全国的なプラットフ

ォームの構築）を目的とする。 

 これらの協議・検討や情報共有、地方公共団体及び専門家等との連携体制の構築を通じて、空き家

に纏わる多様な課題に対する地方公共団体の自力解決力や連携による課題解決力が高まり、全国の空

き家対策の推進に寄与することができるものと考えられる。 



2 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

【取組フロー図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【役割分担表】 

取組内容 具体的な内容（小項目） 担当者（組織名） 業務内容 

①空き家対策の

総合的なプラッ

トフォームの構

築・運営 

空き家対策に係る双方向

型オンラインセミナーの開

催 

（一社）すまいづく

りまちづくりセンタ

ー連合会 業務一部 

オンラインセミナーの企画・開

催、講演動画の収録・公開 

三菱 UFJ リサーチ＆

コンサルティング

（株） 

オンラインセミナーの開催支援 

民間事業者と地方公共団

体との連携に向けたマッチ

ング機会の創出 

（一社）すまいづく

りまちづくりセンタ

ー連合会 業務一部 

上記オンラインセミナー説明企

業への連携状況に関する照会 

三菱 UFJ リサーチ＆

コンサルティング

（株） 

上記オンラインセミナー参加自

治体を対象とした連携状況等に

対する情報提供依頼 

企画普及期 適正管理期 利活用期 

実査・検証 

提案・共有 

体制構築 

課題の検討 

空き家対策 
ステージ 

取組ステップ 

①空き家対策の総合的なプラットフォームの構築・運営 

企画・普及部会 所有者特定・財産管理

制度部会 

空き家バンク部会 

・空き家対策に係る双方向型オンラインセミナーの開催 

・民間事業者と地方公共団体との連携に向けたマッチング機会の創出 

・全国空き家対策推進協議会ホームページの改訂 

③空き家対策の具体的課題に関する検討・協議のための専門部会の運営 

②プラットフォーム構築・運営のための情報収集・整理 

・個別の空き家の課題解決を目的とした民間事業者と地方公共団体と

の連携実績等の収集・整理 

・地方公共団体による取組事例の収集・整理 

・空き家対策に取り組む NPO 等中間支援組織の事例の収集・整理 
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取組内容 具体的な内容（小項目） 担当者（組織名） 業務内容 

全国空き家対策推進協議

会ホームページの改訂 

（一社）すまいづく

りまちづくりセンタ

ー連合会 業務一部 

専門部会の配布資料・議事録・

検討結果・財産管理制度活用事

例情報等の情報掲載 

（有）オレンジ・ブ

ラッサム 
空き家対策支援制度情報更新 

②プラットフォ

ーム構築・運営

のための情報収

集・整理 

地方公共団体による取組

事例の収集・整理 

（一社）すまいづく

りまちづくりセンタ

ー連合会 業務一部 

事例等情報提供依頼・回答受取 

三菱 UFJ リサーチ＆

コンサルティング

（株） 

調査票等作成・回答受取・整理・

集計・分析、資料作成 

個別の空き家の課題解決

を目的とした民間事業者と

地方公共団体との連携実

績等の収集・整理 

（一社）すまいづく

りまちづくりセンタ

ー連合会 業務一部 

事例等情報提供依頼・回答受取 

三菱 UFJ リサーチ＆

コンサルティング

（株） 

調査票等作成・回答受取・整理・

集計・分析、資料作成 

空き家対策に取り組む

NPO 等中間支援組織の事

例の収集・整理 

（一社）すまいづく

りまちづくりセンタ

ー連合会 業務一部 

事例等情報提供依頼・回答受取 

三菱 UFJ リサーチ＆

コンサルティング

（株） 

調査票等作成・回答受取・整理・

集計・分析、資料作成 

③空き家対策の

具体的課題に関

する協議・検討

のための専門部

会の運営 

企画・普及、所有者特定・

財産管理制度、及び空き

家バンク部会・分科会等開

催 

 

（一社）すまいづく

りまちづくりセンタ

ー連合会 業務一部 

部会員選定等検討、事前アンケ

ート等依頼・回答受取、議事録

の確認依頼等 

三菱 UFJ リサーチ＆

コンサルティング

（株） 

事前アンケート等の調査票等作

成・回答受取・整理・集計・分

析、検討内容等の事前検討、会

議の開催準備支援、部会長等と

の調整、配布資料の作成、会議

進行管理（資料説明、質疑応答

等）、議事録作成 

④その他 

（一社）すまいづく

りまちづくりセンタ

ー連合会 業務一部 

完了実績報告書等の作成・報告 

三菱 UFJ リサーチ＆

コンサルティング

（株） 

成果報告会資料作成・説明、事

業報告書作成 
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【進捗状況表】 

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

①空き家対策に係る双方向型オンラインセミナーの開催 ● ● ●

②民間事業者やNPO等と地方公共団体との連携に向けたマッ
チング機会の創出

●6/14 ● ●

③全国空き家対策推進協議会ホームページの改訂 ●

①地方公共団体による取組事例の収集・整理

②個別の空き家の課題解決を目的とした民間事業者と地方公
共団体との連携実績等の収集・整理

③空き家対策に取り組むNPO等中間支援組織の事例の収集・
整理

①企画・普及部会の開催

②所有者特定・財産管理制度部会の開催

③空き家バンク部会の開催

（１）空き家
対策の総合
的なプラット
フォームの
構築・運営

（２）プラット
フォーム構
築・運営の
ための情報
収集・整理

（３）'空き家対
策の具体的
課題に関する
協議・検討の
ための専門
部会の運営

令和４年度

事業項目 具体的な取組内容

成

果

報

告

会

調査準備

開催準備 部会・分科会の開催

開催準備 部会・分科会の開催

調査準備 アンケート調査

開催準備 部会・分科会の開催

調査準備

事例調査

事例調査
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（２）事業の取組詳細 

①空き家対策の総合的なプラットフォームの構築・運営 

地方公共団体等への空き家対策に係る総合的な情報の提供・共有を目的としたプラットフォームの

構築に向けて、空き家対策に係る双方向型オンラインセミナーや、民間事業者等と地方公共団体との

連携に向けたセミナーを複数回開催した他、全国空き家対策推進協議会ホームページを改訂した。 

 

■空き家対策に係る双方向型オンラインセミナーの開催 

＜民事基本法制の見直しに関するリモート講演会の開催＞ 

所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制の見直しを踏まえた自治体の空き家対策の今後の展開

について、住宅・建築業界の法務実務に精通し、今般の民法改正に関する有識者である弁護士による

講演会を開催した。 

■講演日：令和４年 12 月２日（金）※オンラインによる開催 

■講演内容 

＜第１部＞ 

○講演：「所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制の見直しのポイント」 

○講演者：弁護士 犬塚 浩 様 

＜第２部＞ 

○施策の紹介：「所有者不明土地・低未利用土地対策について」 

○講演者：国土交通省 不動産・建設経済局 土地政策審議官グループ  

土地政策課 土地調整官 高橋 宏幸 様 

■視聴者：222 名（講演動画は協議会 HP に掲載（令和５年３月 31 日まで）） 

 

＜新任者向け空き家対策『スタートアップ空き家対策』セミナーの開催＞ 

市区町村の空き家対策新任者を主な聴講者としたセミナーを開催し、その内容を動画としてまとめ、

本協議会ホームページに掲載した。講師は、平成 30 年度から令和３年度に企画・普及部会の分科会主

査として、令和３年度に「先任者が初任者に語る空家法の概説」の取りまとめに尽力した白川英明氏

（元愛知県四国中央市職員）に依頼し、空き家の定義、空家法における空き家対策の枠組み、今後の

空き家対策のあり方等について解説を頂いた。 

図表 1 新任者向けセミナーの講演内容（抜粋） 
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＜都道府県意見交換会の開催＞ 

都道府県による空き家対策の取組状況や空き家対策を推進する上での課題等を把握するため、47 都

道府県を対象に、アンケート調査を実施した。また、アンケートの調査結果の報告や、意見交換を目

的としたオンライン会議を開催した。 

■開催日：令和５年１月 11 日（水）※オンラインによる開催 

■開催内容 

・都道府県による空き家対策に関するアンケート調査結果報告 

・令和４年度の協議会活動について 

・意見交換 

■参加都道府県：宮城県、栃木県、茨城県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、富山県、

福井県、山梨県、長野県、静岡県、愛知県、岐阜県、三重県、滋賀県、京都府、

大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、岡山県、広島県、山口県、島根県、香川県、

徳島県、高知県、佐賀県、長崎県、宮崎県（32 都府県） 

 

■民間事業者と地方公共団体との連携に向けたセミナーの開催 

地方公共団体と空き家の利活用や発生抑制等の推進に向けて、高度なノウハウを有する民間事業者

との連携を促進するため、民間事業者による取組内容や連携実績等を紹介するセミナーを複数回開催

した。 

株式会社クラッソーネの説明会に参加した自治体の中には、参加を契機に同社との連携協定の締結

に至る事例も確認された（神奈川県茅ケ崎市：令和４年 12 月 23 日に「空家等の除却促進に係る連携

協定」を締結、大阪府泉南市：令和５年２月９日に「空き家除却促進に係る連携協定」を締結）。 

 

図表 2 セミナーの開催概要 

講演者 グリッドデータバンク・ラ

ボ有限責任事業組合(GDBL) 

株式会社クラッソーネ FANTAS technology 株式会

社 

開催日 令和４年 6月 14 日 令和４年 11 月 17 日 令和５年１月 19 日 

セミナー名 電力データを活用した空き

家実態調査支援サービスに

係る説明会 

『空き家を減らす,すまい

の終活ナビ（解体費用シミ

ュレータ―）』オンライン説

明会 

空き家流通促進の公民連携

事例のご紹介 

セミナー 

内容 

スマートメーターによる電

力データの抽出・統計加

工・データ分析をし、空き

家を特定して、「新しい空き

家」を早期発見し、特定空

き家化の防止につなげるこ

とができる取組みの紹介 

空き家除却のトップランナ

ーが、事例と共に自治体費

用負担が無い取り組みを解

説 

空き家流通促進の為、事例

を踏まえ民間連携の取組み

の紹介 

参加者数 79 名 74 名 48 名 
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■全国空き家対策推進協議会ホームページの改訂 

協議会ホームページの立ち上げより５年を経過し、会員サイト内での各専門部会の情報等が蓄積さ

れたが、目的の情報掲載ページにたどり着くまでの階層が深く、使いにくいとの指摘が多く寄せられ

ていた。そこで、協議会の活動成果がトップページのバナーより一覧で見られるようにする、会員ペ

ージの改良等全面的なリニューアルを行った。 

 

図表 3 改訂後の全国空き家対策推進協議会ホームページ画面 
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②プラットフォーム構築・運営のための情報収集・整理 

（１）で構築するプラットフォームを通じて空き家対策に係る有効な情報を発信するための情報を、

新たに収集・整理した。 

 

■地方公共団体による取組事例の収集・整理 

空き家の除却、利活用、取得、及び空き家バンク関連等に係る支援制度情報や、財産管理制度の活

用事例を、会員等アンケートにより収集・整理し、空き家対策支援制度情報検索サイトや事例集とし

て取りまとめた。 

 

＜財産管理制度活用事例の収集・整理＞ 

会員市区町村における令和３年 10 月２日以降令和４年 10 月１日までの空き家対策に関する財産管

理制度の活用事例を対象として、申立理由や予納金の額、予納金低額の工夫、制度活用に際して苦労

した点などの事例調書と事例概要の収集を行い、99 件（相続財産管理制度 87 件、不在者財産管理制

度 12 件）の事例集を作成した。 

図表 4 相続財産管理人の選任申立事例の概要 
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＜空き家対策支援制度情報の収集・整理＞ 

空き家対策に係る支援制度について、全国空き家対策推進協議会会員の全ての都道府県・市区町村

を対象に、今年度に立ち上げられた支援制度等の情報の提供を依頼した。 

結果、情報更新の依頼も併せて約 600 件の情報をいただき、これら情報を整理し、空き家対策支援

制度情報検索サイトに登録・掲載した。 

 

■個別の空き家の課題解決を目的とした民間事業者と地方公共団体との連携実績等の収集・整理 

＜先行事例・留意点等の整理＞ 

個別の空き家の課題解決を通じて発生抑制や利活用に取り組む個々の民間事業者と地方公共団体の

連携による取組状況や連携を行う上での課題について、本協議会の専門部会設置に先立ち実施した会

員に対するアンケート調査を通じて把握した。また、企画・普及部会の活動の一環として、国土交通

省における過年度のモデル事業の採択を受けた事業者・団体などから、複数の民間事業者と連携実績

を有する地方公共団体や、同一地域においてモデル事業終了後以降も地方公共団体との連携に取り組

む民間事業者・NPO 等の中間支援団体の事例を選定した。 

これらの収集事例について、取組主体である地方公共団体や企業、NPO へのヒアリングを実施し、

空き家発生抑制対策に取り組む上で官民連携に至った経緯や、連携を行う上での役割分担、取組を通

じて得られた相談者等に関する情報の取扱いや、持続的な取組を行う上での課題等を把握した。 

 

■空き家対策に取り組む NPO 等中間支援組織の事例の収集・整理 

＜空き家の発生抑制を目的とした所有者等に対する啓発が必要な事項の検討＞ 

企画・普及部会の活動の一環として、空き家を放置することによる所有者等自身へのリスクや、住

まいの将来について自ら振り返り、行く末を考えるための情報として、終活や相続手続き、関連法令

や不動産流通など、空き家所有者にとって身近なテーマ、トピックについて検討を行い、啓発パンフ

レットの原稿として整理した。 

 

＜複数の関連団体・事業者との連携による空き家対策プラットフォームの構築に係る先行事例・留意

点等の整理＞ 

他分野の関連団体・事業者等が一堂に会し個別事案の解決にワンストップで対応できるプラットフ

ォーム事例やプラットフォームを構築する上での課題について、本協議会の専門部会設置に先立ち実

施した会員に対するアンケート調査を通じて把握した。また、企画・普及部会の活動の一環として、

国土交通省における過年度のモデル事業の採択を受けた事業者・団体などから、複数の民間事業者・

団体と地方公共団体が連携して空き家対策に関するプラットフォームを構築し、現在も運営が継続し

ている事例を選定した。 

これらを通じて収集した事例について、取組主体である地方公共団体や NPO へのヒアリングを実施

し、プラットフォーム構築に至った経緯や、連携を行う上での役割分担、持続的な取組を行う上での

課題等を把握した。 

さらに、これらの先行事例を踏まえ、企画・普及部会の分科会主査を務める愛知県岡崎市において、

携協定先の専門団体や民間事業者との連携によるプラットフォーム構築に向けた具体的な検討を試行

した。具体的には、ワンストップ相談窓口や、単独での解決が困難な空き家に対する面的な解決機能、

ランドバンク事業、空き家管理業務、利活用可能な空き家の発掘等、プラットフォームとして取り組

む課題や内容を整理した上で、プラットフォームの運営事務局の担い手となる地域の NPO 等に対する

ヒアリングを実施し、相談窓口委託の可能性を検討したほか、令和６年度中の体制発足に向けたスケ

ジュールを整理した。 
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③空き家対策の具体的課題に関する協議・検討のための専門部会の運営 

空き家対策の具体的課題に対して検討・協議を行うため、企画・普及部会、所有者特定・財産管

理制度部会、空き家バンク部会の３つの専門部会を設置し、運営した。専門部会の部会員の選定に

あたっては、協議会市区町村会員を対象とした事前アンケートを実施し、専門部会への参加希望や

希望した部会で検討して欲しい具体的な検討テーマとその理由などについて照会した。 

事前アンケートの結果を踏まえ、企画・普及部会においては、空き家発生抑制分科会及び空き家

対策プラットフォーム分科会を、所有者特定・財産管理制度部会においては、所有者特定分科会及

び財産管理制度分科会を、空き家バンク部会においては、空き家バンクの登録促進分科会及び利活

用に向けた民間連携分科会をそれぞれ設置した。 

 

図表 5 専門部会の構成について 

空き家バンク部会
（２０市町）

所有者特定・財産管理制度部会
（２０市区町＋顧問※1＋有識者※2）

企画・普及部会
（１６市町＋顧問※1 ＋有識者※2 ）

部会長：市原市 部会長：京都市 部会長：浜松市

空き家対策
プラットフォーム

分科会

財産管理制度
分科会

空き家発生抑制
分科会

※1：国立研究開発法人 建築研究所 住宅・都市研究グループ
国土技術政策総合研究所 住宅研究部 住宅計画研究室

※2：日本弁護士連合会 所有者不明土地問題に関するワーキンググループ
日本司法書士連合会 空き家・所有者不明土地問題等対策部
日本行政書士会連合会 法務業務部

所有者特定
分科会

分科会主査：羽島市 分科会主査：岡崎市 分科会主査：尼崎市 分科会主査：名古屋市 分科会主査：盛岡市

利活用に向けた
民間連携
分科会

空き家バンクの
登録促進
分科会

分科会主査：京丹後市

 

図表 6 専門部会の開催実績 

 企画・普及部会 所有者特定・財産管理制

度部会 

空き家バンク部会 

空き家発

生抑制分

科会 

空き家対

策プラッ

トフォー

ム分科会 

所有者特

定分科会 

財産管理

制度分科

会 

空き家バ

ンクの登

録促進分

科会 

利活用に

向けた民

間連携分

科会 

第１回部会 11/4 開催 11/8 開催 11/9 開催 

第１回コアメンバー会議※1 11/29 開催 11/25 開催 12/1 開催 

第１回分科会※2 12/8 開催 12/1 開催 12/6 開催 

第２回コアメンバー会議※1 1/25 開催 1/18 開催 1/23 開催 

第２回分科会※2 2/1 開催 2/1 開催 1/26 開催 

第２回部会 2/7 開催 2/6 開催 2/9 開催 

報告会 2/14 開催（３部会合同） 

※1：部会長・各分科会主査・事務局で構成 

※2：各部会員が両分科会に参加しやすいよう、２つの分科会は同日連続開催とした 
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（３）成果 

■企画・普及部会 

＜民間連携による空き家発生抑制対策の進め方＞ 

本資料は企画・普及部会の活動の一環として取りまとめた。本資料では、空き家に関するセミナー

や相談会など、空き家対策の普及・啓発や、空き家所有者に対する早期解決の支援などの発生抑制対

策の実施に向けて、民間事業者や団体との連携を模索する市区町村を主な読者と想定して、協議体で

の情報共有、協定の締結、業務委託等の具体的な連携方法について全体像を整理した。また、民間と

の連携を行う上でのポイントや留意点として、先進事例での取組をコラムとして紹介しつつ、連携目

的の明確化や、連携を進めるにあたっての庁内調整の必要性、連携先の民間団体の掘り起こし、連携

先との役割分担、相談窓口等の取組を通じて把握した個人情報等の取扱いについて整理を行った。 

 

図表 7 民間連携による空き家発生抑制対策の進め方（抜粋） 

目次

１.はじめに

２.本資料で対象とする空き家の発生抑制に向けた取組

３.連携先として想定される事業者・団体

（１）地域内に空き家対策に関連する取組を行う事業者（団体）が存在す

る場合

（２）地域内に空き家対策に関連する取組を行う事業者（団体）が存在し

ない場合

４.連携方法

（１）協議体での情報共有

（２）空き家対策に関する協定の締結

（３）個別事業の外部委託等

（４）予算の確保

５.連携を進める上でのポイント

（１）連携の目的・ゴールの設定

（２）民間との連携を進める上での庁内調整

（３）連携先の掘り起こし

（４）連携先の選定方法

（５）連携先との役割分担の明確化

（６）取組を通じた把握した個人情報等の取扱い

（７）事業者（団体）にとっての連携のメリットの明確化

（８）効果的な発生抑制対策を行う上での工夫
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＜空き家に関する普及啓発パンフレット原稿＞ 

企画・普及部会の活動の一環として、市区町村における空き家所有者等への普及啓発資料として活

用する場面を想定し、Ａ３レイアウト版とＡ４レイアウト版を作成した。 

Ａ３レイアウト版では、空き家として放置することのリスクに加えて、住まいの行く末や家屋の状

態に関するチェックシートや、一般の方に空き家問題に関心を持っていただくきっかけとなるような

空き家問題に関する基礎的な事項を解説したコラムなどを掲載したパンフレット原稿を作成した。 

また、市区町村が地域の状況に応じて内容を編集できるよう、終活や相続手続き、空き家の流通な

どに関する 20 程度のトピックを設定し、平易に読めるコラム文案を作成した。 

Ａ４レイアウト版では、空き家として放置することのリスクを端的に紹介する内容とした。 

なお、このパンフレット原稿は、本協議会のクレジットとして作成しているが、各市区町村におい

て独自の空き家対策の取組や相談窓口の連絡先等を記載するなど自由に編集して利用いただけるよう、

パワーポイント形式のデータとして協議会ホームページに掲載した。 
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図表 8 空き家に関する普及啓発パンフレット原稿（A３レイアウト版・抜粋） 
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＜空き家対策のプラットフォーム構築を進める上での留意点＞ 

本資料は企画・普及部会の活動の一環として取りまとめた。本資料では、空き家対策の推進に向け

て、既に民間との連携実績がある一方で、地域の複数の関係主体とのネットワークづくりや所有者等

からの相談対応の一元化を模索する市区町村を主な読者と想定し、空き家対策に関する専門的な知見

を有する地域の複数の事業者・団体と連携したり、周辺地域の他の市区町村と広域連携したりするこ

とを、「空き家対策プラットフォーム」と位置付けた。 

その上で、こうした空き家対策プラットフォームの連携の範囲として想定される３つのパターンと、

複数の民間団体と地方公共団体をつなぐネットワーク構築や、個々の専門家の組織化を図るという運

営体制の２つのパターンを示した上で、プラットフォームを立ち上げる際の標準的な検討の流れを示

した。また、連携の方法として、任意の協議会の設置や、連携協定の締結、プラットフォームの運営

の担い手となる事務局の設置や、クラウドサービス等を活用した情報共有の仕組み等についてポイン

トや留意点を整理した。 

このほか、個別の相談内容に対してワンストップで対応して解決策の提案を行う取組や、個別の空

家等の具体的な利活用や流通を通じてまちづくりを進める取組のうち、一定の実績を有する先行事例

を紹介し、各事例に対するヒアリング調査結果等から得られた情報に基づき、体制構築の経緯や、運

営体制、運営上の課題等を整理した。 

さらに、企画・普及部会分科会主査を務める愛知県岡崎市において、令和６年度中のプラットフォ

ームの構築に向けて、本年度に検討を試行した経過や結果を紹介した。今後同様の検討を行おうと考

える市区町村にとって参考となるポイントや留意点を実例に即して示した。 
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図表 9 空き家対策のプラットフォーム構築を進める上での留意点（抜粋） 

目次

1. はじめに

2. 空き家対策プラットフォームとは

3. 空き家対策プラットフォームとして取り組むことが効果的なテーマ、活動内容

の例

4. 連携の範囲

（１） 地域で活動する多様な主体との連携

（２） 広域・周辺地域で事業を展開する事業者・団体との連携

（３） 都道府県内・複数市区町村での広域連携

5. 連携体制と検討の進め方

（１） 事務局を担う団体を中心とした各専門団体や行政のネットワーク

（２） 多様な分野の専門家がチームを組成し、市区町村と連携を図る体制

6. 連携の方法

（１） 任意の協議会の設置

（２） プラットフォームに関わる連携先事業者（団体）との協定の締結

（３） 空き家対策プラットフォーム事務局の設置

（４） 情報共有の仕組み

7. 先進事例の紹介

（１） 個別の相談内容に対してワンストップで対応し、解決策の提案を行う取組

（２） 個別の空き家等の具体的な利活用・流通を通じてまちづくりを進める取組

8. 特定地域における空き家対策プラットフォーム立ち上げに向けた試行

9. 空き家対策プラットフォーム構築に向けて検討すべきポイント

（１） 連携先の事業者・団体の選定

（２） 連携先との役割分担

（３） 取組を通じた把握した個人情報等の取い
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■所有者特定・財産管理制度部会 

＜所有者の意向確認が困難な空き家への対応事例集＞ 

本資料は所有者特定・財産管理制度部会の活動の一環として、所有者を特定しているもののその意

向を確認できないなど、空家等又は所有者等に関する情報が不十分であるために、14 条措置や法第 12

条に基づく助言、空き家条例に基づく助言・指導・勧告・命令、任意の行政指導などを進めることが

難しい空き家への対応事例をとりまとめたものである。 

具体的には、所有者の居所が不明な場合の対応事例や、居所を把握しているが、通知に対する返信・

連絡がない場合における対応事例、判断能力の問題や経済的な事情などで対応困難なことが判明した

場合の対応事例などを市区町村より収集し、とりまとめた。 

また、判断能力がない疑いがある所有者（法定代理人なし）の命令以降の措置の考え方や、所有者

が外国籍であり、かつ相続が発生している空き家の所有者不確知の判断基準や、郵送による手続きの

みでの命令（事前通知を含む）又は行政代執行の実施についての考え方を整理した。 

 

図表 10 所有者の意向確認が困難な空き家への対応事例集（抜粋） 

目次

１.はじめに

２.所有者の居所が不明な場合の対応事例

（１）住民票住所が空き家の所在地のまま

①福祉・税務部局への照会

②郵便局へ転送情報の照会

（２）空き家情報や所有権そのものの信頼性が確保できない場合

（３）職権消除

３.所有者の居所を把握しているが、通知に対する返信・連絡がない場合

（１）通知に関する工夫

（２）関係者への聞き取り

（３）直接訪問

４.判断能力の問題や経済的な事情などで対応困難なことが判明した場合

（１）福祉部局・税務部局との連携

①判断能力がない疑いがある者（法定代理人なし）の場合

②経済的な事情で対応困難な場合

（２）判断能力がない疑いがある所有者（法定代理人なし）の命令以降

の措置の考え方

①14条措置の実施状況

②福祉部局との連携による後見人等の選任申立ての促進

５.所有者が外国籍であり、かつ相続が発生している空き家

（１）略式代執行の実施状況

（２）所有者不確知の判断基準の考え方

６.郵送による手続きのみでの命令（事前通知を含む）又は行政代執行の

実施
 

 

＜空き家所有者の探索を目的とした住基ネットの効果的な利用方法＞ 

令和４年８月 22 日付事務連絡の通り、空家法第９条第１項の調査に関する事務のうち、 所有者等

の生存確認や住所変更の確認について、新たなに住基ネットを活用できるようになり、住基ネットの

全国・都道府県ネットワークを経由して、自市区町村以外に居住している空き家所有者等の調査に、
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住基ネットが利用できるようになった。それらの利用状況やその効果や課題を把握するために、市区

町村にアンケート調査を実施した。 

まず、空き家の所有者探索において、住基ネットを利用している市区町村は４割弱（213 団体）、さ

らに、自市区町村以外の所有者探索を目的とした利用実績は 45.1％（96 団体）で、アンケート回答団

体全体でみると、16.7％となった。 

利用実績のある 96 団体からの自由意見をもとに、利用による効果と課題を整理すると、効果につい

ては、従来、公用請求は件数が膨大であり、複数回要する場合もあることから、所有者等の現住所の

特定に時間を要する上、対応する市区町村の事務負担となっていたが、この点について、期待通り、

具体的な業務改善につながっていることが確認できた。一方、こうした効果を実感でいる利用のタイ

ミングが限定的なことが明らかとなった。具体的には、新たなに発生した空き家の所有者・相続人の

調査に住基ネットの利用は適しておらず、記簿・戸籍等の公用請求済みの空家所有者・相続人の追跡

調査、つまり、過去に判明している空家の所有者等の現住所確認には適していることが確認された。 

図表 11 住基ネットの利用状況  
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図表 12 住基ネットの効果的な利用方法  

 

 

＜空き家対策における新たな財産管理制度活用促進に向けた課題と留意点＞ 

令和５年４月から、特定の土地・建物のみに特化して管理を行う所有者不明土地・建物管理制度及

び管理不全土地・建物管理制度が施行される。これら新たな財産管理制度に関する期待もみられるが、

多くの市区町村が新制度に関する情報不足から活用意向を未定としている。地方裁判所に制度利用に

関する照会を行う市区町村もみられたが、いずれも検討中との回答とのことで検討状況の詳細を把握

する段階ではなかった。 

このため、市区町村を対象に、新たな財産管理制度の活用を予定・想定している事例や、不明点、期

待している点など具体的な検討状況など幅広く情報収集を行い、弁護士・司法書士の知見も得ながら、

現時点で想定される制度利用の課題や留意点等を整理した。さらに、第２回所有者特定・財産管理制

度部会（令和５年２月６日開催）に有識者としてご出席頂いた幸田雅治弁護士（日本弁護士連合会）

に、新たな財産管理制度に関する現時点でのおおよそのご見解としてコメントを頂き、Q＆A形式でと

りまとめた。 
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図表 13 新たな財産管理制度に関する Q＆A（抜粋） 

■空き家の除却費用の回収可能性について 

Q６：土地・建物の所有者が異なるケースで、土地・建物の管理人を同一の者とすることも可能か。

利益相反の可能性を考慮して慎重に判断が必要とされ、また、裁判官の独立性により裁判官に

よって判断が分かれる面はあると考えらえるが、地域の問題解決を図りたいという旨を地方裁

判所に伝えて理解を求める必要があると考える。 

A６：土地と建物の両方を管理命令とする場合、両方の管理命令を申し立てる必要がある。両方の

管理人を同一とすることも可能だが、土地・建物の所有者が異なる場合は、利益相反の可能性

を考慮して、別々にする必要があるとされている。土地・建物の管理人を同一にした方が効率

的ということは想像できるが、通常、土地と建物で所有者が異なる場合は利益相反があり、同

一の人ではなく、別々の管理人となるものと考えられる。 

 

■予納金の設定について 

Q７：倒壊のおそれのある特定空家等に対し新たな財産管理制度を利用し、管理人に対して除却を

求める場合、裁判所は予納金の額をどのように設定されるのか。 

A７：管理不全状態の内容を踏まえて、管理人が行うとされる管理行為の内容、管理に要する期間、

実費等に基づいて事案に応じて裁判所が適切に定めるものとされている。建物の場合、定型的

に定めることは難しいものと考えられる。 

 

Q８：除却を求める場合以外でも予納金の額は土地・建物の規模や管理不全の状況によって決まる

と思われるが、予納金額の目安についてどのようにお考えか。予納金額の目安などについての

地方裁判所と日弁連の都道府県支部との協議状況など関連情報や今後の見通しを可能な範囲で

おうかがいしたい。 

A８：裁判所・弁護士会・自治体の３者の関係が重要となる。弁護士が管理者になることが想定さ

れる場合、できるだけ予納金を低額に抑えるためには、事前に弁護士会（内部に空き家対策関

連の PT が設置されていれば当該 PT）に、管理人報酬を低額で受けてもらえないか相談し、予

め了承を得ることである。その上で、実際に裁判所に申し立てる際に、弁護士会とも協議済み

と伝えて、裁判所が弁護士会に管理人の推薦依頼をして進めていくことになる。 

 

（中略） 

 

Q13：市区町村による所有者不明建物管理人、管理不全建物管理人の申立は土地に対する同申立

と合わせてでなければできないのか。土地と合わせて申立する必要があるならば、土地も所有

者不明、管理不全の状態であることが必要となる。 

A13：貴見の通り。 

 

Q14：Q13 の場合、土地と建物の所有者が別であっても可能か。 

A14：可能。したがって借地上の空き家であっても対象とできる。 
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■空き家バンク部会 

＜空き家バンクに関するアンケート調査結果＞ 

空き家バンクの大きな課題である物件の登録が進まないという問題に対し、多くの自治体が登録

促進策を講じたり、宅建業者や宅建団体と連携しながら空き家バンクの運営を進めているところだ

が、取組内容や取組の効果、具体的な成果については明らかになっていなかった。空き家対策推進

協議会の会員市区町村向けにアンケート調査を実施し、空き家バンク制度の効果検証を行い、整理

することで、今後自治体担当者が空き家バンクの登録促進策を検討、予算確保する際に成果等の根

拠や参考となる資料を作成した。 

空き家バンクについて、宅建業者や宅建団体と協定を締結している団体は、７割に上ってきてお

り、多くの自治体で民間と連携して空き家バンクを運営していることが明らかになったが、空き家

バンクの登録数、成約数と連携体制の関係を見ると、必ずしも協定を締結しているからといって登

録数や成約数が高いとは限らず、協定を締結したうえで、連携体制をしっかりと構築して運用まで

つなげていくことが必要であることが改めて示された。 

 

図表 14 空き家バンクの登録・成約件数と運営体制の関係  

 

また、空き家バンクの登録促進策については、「ホームページでの発信」「ちらしやパンフレット

等案内資料の配架」、「自治体広報誌での発信」といった広報系の取組みが多くなっているが、平成

31 年からの取組みの進捗を見ると、納税通知書への資料の同封、地元団体による呼びかけ、改修補

助、残置物処分への補助の取組みが特に増加してきている。加えて、近年の取組みとして、SNS で

の発信や登録要件・手続の見直し等も増えてきていることが確認された。 

その一方で、登録策と物件登録件数の関係性を見ると、広報系の事業を実施している自治体で 0

件が多いといった結果も見られ、広報系の取組みよりも、普及啓発系、補助系の事業を実施するこ
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とで登録件数の増加が期待されることが窺えた。また、登録促進策を複数実施する自治体において

は、５個と６個の間で、成果に大きな差があり、6個以上取り組む自治体では、宅建業者による呼

びかけの依頼、登録要件の見直し、改修への補助、家財処分への補助を実施する自治体が多いこと

が明らかになり、広報系の取組みと組み合わせて、こうした補助系の取組み等の登録を円滑化する

取り組みを実施していく必要があることが明らかになった。 

図表 15 空き家バンクの登録促進策の種類と物件登録数の関係 

 

図表 16 空き家バンクの登録促進策の数と物件登録数の関係 
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＜空き家バンク登録物件の成約事例集＞ 

 空き家バンクの登録をスムーズにし、かつ、物件の成約も増やすために、空き家所有者向けに、空

き家バンクでどのような物件が成約しているかを示す資料を作成した。 

 本資料は、「空き家バンクに登録しても売れるかどうかわからない…」、「売れない物件を登録するの

は手間がかかるだけではないか…」、といった空き家バンクへの登録を躊躇う所有者の方向けに、一般

にどのような空き家が成約しているのかの傾向を示しつつ、物件の価値が低いような、一般に取引さ

れないような物件でも空き家バンクを通して成約している実際の例を事例集として示すことで、空き

家バンクの担当者による物件掘り起こしの際の交渉材料として活用いただくことを想定した。 

全国的な成約物件の特徴は、令和４年度全国空き家対策推進協議会の会員市町村向けに実施したア

ンケート調査で、「近年空き家バンクに登録して成約された物件の情報」を直近５件分収集し、取りま

とめたものである。 

また、一般に取引されないような低廉な空き家の成約事例は、空き家バンク部会に参加する市町村

から、低廉ながらも買い手がついた物件事例（売買価格４００万円以下の物件）を収集し取りまとめ

た。 

空き家バンクで成約している物件約 1,400 件の特徴を分析すると、以下のような傾向がみられてお

り、こうした情報を所有者宛てに伝えていくことで、市場に対して適正な価格や状態の物件を登録し、

成約につなげていくことが期待される。 

 

図表 17 空き家バンクで成約する物件の特徴 
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図表 18 成約物件の築年数と成約価格の関係 

 

図表 19 成約物件の築年数と成約までにかかる期間の関係 

 

 

  また、一般の市場では流通しにくい物件でも空き家バンクに登録すれば成約することを周知する

ために、具体的な空き家バンクでの成約物件の事例を取りまとめた。この中では、一般的な物件情
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報だけではなく、価格が安価な理由や、所有者が空き家バンクに登録した理由、成約に至るまでの

期間や取り組み内容、成約の経緯についても掲載することで、どのような物件がどのような経緯で

成約に至るのかを分かりやすく示している。 

図表 20 成約物件の具体的な事例 
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＜宅建業者・団体との効果的な連携に向けたポイントの整理＞ 

 アンケート調査においても明らかになった通り、空き家バンクの運営において、宅建業者や宅建団

体と協定を締結する例が多いが、その体制は多岐にわたっており、協定を締結すれば空き家バンクが

活性化するわけではない。そこで、協定を締結して運営していく際に、運営体制のパターンとして、

どのようなポイントがあるかを解説する資料を作成した。 

 

図表 21 宅建業者・宅建団体との効果的な連携に向けたポイントの整理・目次 

目次

第１章 はじめに
第２章宅建業者・宅建業団体との連携の実態
第３章体制構築に向けたポイントの整理

（１）協定先の検討
①宅建業団体との連携
②宅建業者個社との連携

（２）物件の登録・契約方法
①一般媒介契約
②専任媒介契約
③専属専任媒介契約

（３）物件の担当決定方法
①輪番制
②手上げ制

（４）宅建業者との関係構築
第４章全国版空き家・空き地バンクとの連携

 

 

 ポイントとなる点としては、大きく４点あり、（１）協定先の検討、（２）物件の登録・契約方法、

（３）物件の担当決定方法、（４）宅建業者との関係構築である。 

 それぞれの運営体制には、必ずしもどの体制が良いかということはなく、自治体によって選択の余

地があるため、体制ごとにメリット、デメリットを自治体の目線で示すことで、検討の際の参考資料

となることを目指している。 

 例えば、物件の担当決定には、輪番制と手上げ制があるが、輪番制のメリットデメリット、手上げ

制のメリットデメリットをそれぞれ記載することで、選択の際の参考となるような資料としている。 

 

【輪番制のメリット】  

・事業者間の公平性の担保が容易となり、公共事業としての説明が容易です。  

・団体を介した依頼で輪番の場合、良い物件だから受ける、嫌な物件だから受けないという事無く、対

応してもらえます。 

 【輪番制のデメリット】 

 ・必ずしも登録されている事業者が、その物件の媒介に対して最も適切かどうかわからない。 

 ・不動産事業者の空き家流通への取組み実績やノウハウにも大小があり、公共的な事業を好む事

業者もある一方で、あまり受けたくないという事業者もいますが、会に属している以上は対応する必

要があり、結果として所有者へのアドバイスの有無や、対応のスピードの差につながっています。 

 

【手上げ制のメリット】 

・やる気のある事業者が媒介担当してくれます。 

・事務所の位置や担当の得手不得手等の物件と事業者のミスマッチが少なくなります。 
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・申請者は複数の事業者が手を挙げれば、各事業者の説明を受けて、自分に合う事業者を選ぶこと

ができます。 

【手上げ制のデメリット】 

・手上げまでの調整の手間や、誰も希望する事業者がいないリスクがあります。 

・毎回手を挙げる事業者が固定化し、担当事業者が偏ると公平性に疑義が生じます。 

・複数事業者が手を挙げた場合に、事業者の選定プロセスに時間がかかります。 
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３．評価と課題 

先進的な空き家対策を行う民間事業者等によるセミナー開催を通じた情報提供をきっかけとして、

実際に当該事業者と協定を締結する自治体がみられるなど、目に見える成果が表れた。また、空き家

対策の総合的なプラットフォームとして、全国空き家対策推進協議会のホームページを全面的に改訂

し、成果の普及や情報提供に一層取り組んでいくための情報基盤が整えられた。 

プラットフォーム構築・運営のための情報収集や専門部会での協議により、空き家対策の実務的な

課題の解決に資する成果をとりまとめることができた。以下、主要な成果物に対する個別の評価と課

題について記載する。 

 

■企画・普及部会 

＜民間連携による空き家発生抑制対策の進め方＞ 

本資料では、民間連携による取組を開始する場面を想定し、検討が必要となるポイントや留意点を

整理したものであるが、本資料の検討に関わった企画・普及部会員からは、所有者等に対する相談会

やセミナーの集客方法や相談対応者、講演者の選定など、発生抑制のための具体的な事業を行う際の

各市区町村の工夫について情報共有を求める意見も示された。市区町村間における発生抑制対策に関

する情報共有を推進するためにも、今後、発生抑制に係る個別事業の実施事例等についても収集する

ことが考えられる。 

 

＜空き家に関する普及啓発パンフレット原稿＞ 

空き家所有者等に対する普及啓発資料の作成や更新に取り組む市区町村を念頭に啓発パンフレット

原稿として、Ａ３レイアウト版では、所有者等が住まいや将来について自ら考えるきっかけとなるよ

うなチェックシートや、空き家問題に関する平易なコラム文案を作成した。チェックシート形式のた

め掲載している情報量が多いこと、また、コラム文案については、今後見込まれる空家法の改正など

も反映する必要があるなど、レイアウトやページ数、掲載コンテンツについてさらに更新の余地があ

ると考えられる。 

 

＜空き家対策のプラットフォーム構築を進める上での留意点＞ 

本資料では、空き家対策に関するプラットフォーム構築を行う場面を想定し、検討が必要となるポ

イントや留意点を整理したものであるが、今後、空家法の改正により空き家対策における民間団体の

取組の重要性が高まると見込まれることから、プラットフォーム構築後の運営体制のさらなる民間へ

の移行や、民間団体主導による地域の空き家対策の取組についても情報収集を行い、市区町村間の知

見の共有を行う必要がある。 

 

■所有者特定・財産管理制度部会 

＜所有者の意向確認が困難な空き家への対応事例集＞ 

空き家対策は市区町村の経験値に差がみられる中、管理不全空き家への対応や特定空家等への措置

を進める上で対応事例について網羅的・俯瞰的に整理することができた。 

特定空家等となるおそれのある空き家の所有者に適切な管理を促す仕組みや、活用困難な空き家の

除却への支援強化など、今後、管理不全空き家への対応が一層求められる中、各市区町村において、

個々の空家等の状態及びその量、並びに所有者等の居所及び当該空家等（又は被相続人）との関連な

どをもとに総合的判断が重要となることから、引き続き、対応事例の積み重ねとともに、当該空き家

や所有者の状況に関する情報の補強も必要になるものと考えられる。 
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＜空き家所有者の探索を目的とした住基ネットの効果的な利用方法＞ 

住基ネットの利用状況や効果的な利用方法についての情報・知見をとりまとめることができた。利

用状況については次年度も引き続き調査して普及状況を確認することが必要である。加えて、市区町

村の空き家担当部局が戸籍担当部局に公用請求し、戸籍情報連携システムを利用して戸籍情報を取得

することを可能にするなど、市区町村が所有者探索に必要な情報を円滑に取得できるための環境整備

などの課題や政策要望をとりまとめていくことも必要である。 

 

＜空き家対策における新たな財産管理制度活用促進に向けた課題と留意点＞ 

令和５年４月１日からの新たな財産管理制度の施行を見据え、関連情報が限られる中ではあったが、

弁護士や司法書士の知見を手がかりに、現時点で想定される制度利用の課題や留意点等を整理するこ

とができた。次年度以降、活用事例の収集を進めつつ、個別事例情報の共有と分析を進めて、多くの

市区町村が財産管理制度を活用して空き家対策を推進できるよう情報提供していくことが必要である。 

 

■空き家バンク部会 

＜空き家バンクに関するアンケート調査結果＞ 

多くの定量的な情報を収集することができたが、自治体規模や空き家数等の自治体のステータスを

踏まえた分析や、自治体が参考にする際のベンチマークになるような、近い属性ごとの集計結果等を

示すことで、さらに空き家バンクの運営方法の検討の参考となる資料とする必要がある。 

また、個々の登録促進策についての運用上の課題等まで踏み込んだ議論ができておらず、各自治体

が登録促進策を検討して、予算取りをする際の参考資料としてだけではなく、実行段階での具体的な

運用上の留意点等についても深堀調査をしていく必要がある。 

 

＜空き家バンク登録物件の成約事例集＞ 

 成約物件の情報についてはこれまで情報が十分ではなかったため、新たな情報源としての価値が高

いものとなった。実際に事例集を用いて所有者にアプローチをし、物件価格の検討に寄与したか、成

約につながる物件の登録につながったか等の効果検証をしていくことで、こうした情報のニーズや効

果を把握していくことが必要である。 

＜宅建業者・団体との効果的な連携に向けたポイントの整理＞ 

 宅建業者との協定の内容は多岐にわたり、その実態は整理されていないが、おおよそどのようなパ

ターンがあるか、それぞれについてどのようなメリットやデメリット、留意点があるかについて整理

を行った。加えて、これらの運用体制が実際に効果的なのか、どのような自治体、どのような不動産

市場の場合にどの運用体制が望ましいのかといった視点での検討が必要である。 

 

４．今後の展開 

次年度の専門部会では、空家法改正も見据え、発生抑制、適切な管理・除却の促進、活用促進の３

つの観点から、より実効性の高い検討課題を設定することが想定される。専門部会での協議・検討が

着実な成果に結びつけられるよう、有識者との連携や専門部会の協議・検討方法・体制など引き続き

工夫を講じていきたい。 

また、唯一の全国レベルでの空き家対策プラットフォームとして、地方自治体と民間事業者との連

携促進のための情報提供機能も一層強化しきたい。 
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ホームページ https:// www.sumaimachi-center-rengoukai.or.jp 

 


